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特に、 主要国の課税当局の間では、 近年、 この問題を解決するための 「手法」 として、
従来から行われてきた「Enforcement の強化」を図りつつも、これだけに拠るのでは
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ターを利用した Aggressive  Tax  Planning（ATP、「濫用的租税回避」）が顕著になって
いる。特に、投資銀行などのプロモーターが租税回避スキームを開発して顧客に利用を勧め



























































たいわゆる SOX 法の下、納税者たる企業の Tax Risk Management  （税務リスクの管理）
の強化を通じたコーポレート･ガバナンスの改善にも有効とされている。 
 











































    と その限界 
 











































②  ２００２年の「非協力的タックス・ヘイブン・リスト」 
しかし、OECD はその後、上記３５のタックス・ヘイブンとの間で、有害税制の除去に向


























































































・ベルギー：２００９年３月１１日、 OECD 基準を受け入れ、 ２６条への留保の撤回を発表。 












































･第 1 グループ：OECD 基準を実施している国・地域＝４０ 
･第 2 グループ：OECD 基準にコミットしているが、実施が不十分な国・地域＝３８（２０
００年リストのうち、３０の国・地域、その他の８つの金融センター。） 
･第 3 グループ：OECD 基準にコミットしていない国・地域＝４ 
 

























































本税制」 という三つの基本的な制度が構築されてきた１８。 その詳細は省略するが、 いずれも、





































②  カナダの包括的否認規定の改正  14






















④  フランスの包括的否認規定の改正 


























































































































①  海外銀行口座申告制度 


























































もたない国は、 その採用を検討すべきである」 との提言がなされたことを踏まえ、 タックス・
ヘイブン等を利用した取引が活発になった１９９７年に本制度を導入した。同国が採用する
全世界所得課税の原則の徹底をはかり、租税回避に対する警鐘を意図するものと説明されて


















































































  なお、２００７年の改正(財政法 108)により開示対象が大きく拡充され、２００８年にも
改正が行われている(財政法 116、Schedule38)。 
（制度の概要） 
  対象スキームは、①課税上の利益（tax advantage）があり、②主たる目的が課税上の利
益を得ることであり、③以下のいずれか該当する金融商品等である。 












































































































③  米国の「クレジットカード取引情報申告制度」 











払金額等を、IRS へ報告することが義務付けられる。   
  26
























①  米国におけるサモンズ（召喚状）の活用 
英米法体系の国では、裁判所や行政庁が「サモンズ」(召喚状)を発出する権限をもつこと



























③  ドイツの情報収集制度 
（a）ドイツでは、法定資料制度が十分に整備されていないこともあり、課税当局は、租税
通則法第９３条が定める「関係人及びその他の者の情報提供義務」規定により、銀行や取引









































にしても、 このような伝統的な対応が内包する様々な 「限界」 をいかにして乗り越えるかが、















































の双方にとって、 課税の予測可能性と法的安定性、 効率化、 透明性の改善に資するとともに、


















＊  なお、以下に述べる各国制度の紹介に当たっては、基本的には、２００９年 5 月の FTA 
Compliance Management of Large Business Task Group による報告書３８、２００９年６
月の「TKC タックスフォーラム」における石井道遠「講演資料」（国税庁作成）等によっ
たほか、制度の詳細を紹介したものとして、本文で個別に引用したもののほか、松田・前掲





（１）Advance Ruling（事前照会）制度   




①  米国の Advance Ruling 制度 
 
米国の Advance Ruling 制度は、すでに実施された取引や将来実施予定の取引について、
納税者が申告前に税法の解釈･適用を課税当局に照会し、文書による回答が行われる制度で
ある。 この制度には、 様々なものがあるが、 本稿の論点に沿ったものとしては、  Letter  Ruling
及び Closing Agreement がある。 
 
Letter Ruling の法的根拠は、IRC（内国歳入法）7805 条により財務長官に税法執行に必





内国歳入法第 6110 条が導入され、その内容が公表されるようになっている。 
  Letter Ruling は、税務署が納税者からの特定の事実関係に対する税法の解釈･適用の照会
に対して文書で回答するものであるが、 租税回避や税の軽減を主たる目的とするものは対象 32
外とされている。その法的効力について、IRS（Assistant Commissioners）が定める「歳




(2003-1,12.04)  。 但し、 「納税者が将来の取引に関してルーリングに依拠して善意で行動し、
取消しが納税者の不利益になる場合」などの一定の条件を満たす場合には、「稀な、又は通





Closing Agreement は、IRC7121 条により、特定の課税事案や税額に関して IRS と納税
者が最終的に合意した契約（合意書）であり、事実に関する不正等が発見されない限り、契
約は「法的拘束力」を有し最終のものになる。「IRS を拘束する唯一の法律上認められた合
意（the only statutorily recognized agreement binding on the Service）は、IRC 第 7121
条による Closing Agreement だけである」と説明されている３９。 
 
②  英国の Advance Clearance 制度 
 
英国では、特定の将来の取引を対象とした Advance Clearance 制度のほか、既に実施さ
れた取引を対象とする Post Transaction Ruling 制度がある。 
 
























③  フランスの Ruling 制度 
 
フランスでは、 制度 ・ 対象 ・ 手続等が法令で個別に規定されている Formal Ruling 制度と、
法令上の根拠がなく、広く租税一般法典に規定される租税を対象として通達により行われて
























のであり、照会者を拘束しない。」   

























④  オーストラリアの Ruling 制度 
 










⑤  カナダの Ruling 制度 
 
カナダでは、 １９７０年、 法令上の規定はないものの Information Circular （IC70－6R5）









⑥  ドイツの「拘束力のある情報提供」制度 
 
ドイツでは、 「将来行われる取引に関する税務上の判断」 を有料で提供する仕組みとして、
連邦財政裁判所の判決(1961 年 8 月４日、1981 年 3 月 19 日、1983 年 3 月 16 日)に従い、
１９８７年６月２４日付連邦財務省通達「信義則に基づく拘束力を伴う情報の提供（拘束力
のある情報提供）」により、拘束力をもつ一般的な事前照会制度が導入されてきた（２００
































更される。」   
 



















































































この事実上の合意は、連邦財政裁判所のこれまでの判例（1984 年 12 月 11 日、1991 年



























①  米国の PFA と CAP 
(a) PFA 
  米国では、２０００年、Pre-Filing Agreement Program（PFA）が導入された。法令上






更に、２００５年には，上記 PFA 等の経験も踏まえ、Compliance Assurance 
Program（CAP）が創設された。これも法令上の制度ではなく Announcement に基づくも
のである。 




業を行い、 課税上の紛争を回避する目的でこの仕組みが導入されたとされる。 IRS によると、
２００８年度には１０１社が参加し、これにより双方の効率化が大きく進展したとのことで
ある。 






事項の全てが IRA により解決されている時は、 課税年度終了時に申告案を是認する旨の正式
な「終了合意書」が発行される。 
申告段階で、 申告書の内容がその通り行われていることが確認されればNo Change Letter
が交付され、その年度の調査は行われない。一部の事項につき合意されていない場合に、合




②  オーストラリアの FCA と ACA 
オーストラリアでは、企業の税務手続きや税務調査の不確実性とコンプライアン・コスト
を軽減するため、従来事後的に行われていた税務調査を事前に行うこととし、２００５年以





（a) FCA  41
オーストラリア国税庁 （ATO） は、 ２００５年１０月、 大企業の事業内容への理解を深め、
大企業との関係を強化するための施策の一環として、Forward Compliance Arrangement
（FCA）を導入した。 




取り交わす。 これに対しては、 過少申告に対する加算税や延滞税の譲歩的措置が講じられる。  
 
 (b)  ACA 
  更に、ATO は、２００８年５月、FCA の経験を踏まえ、上位の大企業を対象とした
Annual Compliance Arrangement（ACA）を導入した。これも、FCA と同様の法律上の根
拠によるものであるが、 FCA が、 主として特定の取引に関する全税目を対象とした複数年合
意であるのに対し、ACA は法人税のみを対象とする単年度合意である。 
 
③  カナダの RTA 
  カナダでは、１９９７年、Real Time Audit（RTA）が導入された。法令上の根拠はなく
ガイドライン（Enhancing Service to Large Business）に基づくものである。RAT に従い
企業が申告書の提出前に税務上の問題点の検討を課税当局に要請し、それに基づき課税当局
が Audit を行う。 課税当局は、 RAT において合意に至った内容について再調査を行わない。 
 
④  オランダの HMP 






⑤  アイルランドの CATC 






















①  意見交換制度 
(a)  米国では、法令に根拠を置くものではないが、Notice 及び Revenue Procedure に 





(b)  オーストラリアでも、２００８年から、法令に根拠を置くものではないが、ATO が、
各業種の大企業、税の専門家、主要な業界団体と意見交換を行うための会合を定期的に開催
している。会合では税務サービス、コンプライアンス・コスト、技術的な障害、税務の手続・
運営などについて意見交換される。   
 






第３節：  我が国の仕組み 














①  導入の背景 
  我が国においても、税法の適用に関しては、１９６０年代から研究者を中心に、予測可能








































































例（最判昭和 62 年 10 月 30 日ほか）で示された「特段の事情」があるかどうかの「要件次
第では、信義則の法理の適用もあり得ることとなろう。」としている５４。 
 











































第三章：  OECD 税務長官会議（FTA）における議論の進展 
   






































































（１）  「税務仲介者の役割」に関する調査と調査プロジェクトによる「報告書」 
  「ソウル宣言」を受け、英国歳入関税庁と OECD 事務局による｢税務仲介者の役割｣に関




























則」に従い対応する必要がある。それは、「Understanding based on commercial 
awareness(ビジネスに精通した理解)、 Impartiality(公平性)、 Proportionality （釣合い） 、
Openness（公開性）、 Responsiveness（迅速な対応）」である。  51
・ 課税当局が、 この五つの原則に従い行動し、 効果的なリスク管理のプロセスをとるならば、
大企業が課税当局との間で、 協力と信頼に基づく関係を築くことを促進させるはずである。
これが、 この報告書の中心となる 「Enhanced Relationship」 （協力関係の強化） である。 
・ 「Enhanced Relationship」 は、 課税当局のみならず納税者にも利益をもたらす。 例えば、
透明性をもって行動し、リスクが低い納税者は、課税当局との協力的な関係により、早期
に一層の確実性を得て、コンプライアンス・コストの低下を期待することが出来る。 


















（Enhanced Relationship の実現） 
・本日公表された｢報告書｣は、 大企業とその助言者に主眼を置いている。 その主要な結論は、
次の通り(略。上記｢報告書｣参照)。 













































  ２００９年５月にパリで開催された FTA 会合では、前例のないグローバルな金融経済危
機に直面した状況を認識しつつ、ソウル会合以降議論されてきた「ATP に対する対応」が中









・  Building Transparent Tax Compliance with Banks５９ 
・  Experiences and Practices of Eight OECD Countries (Compliance Management of 
Large Business Task Group)６０ 
・  Engaging with High Net Worth Individuals on Tax Compliance６１ 































































高低を把握・管理する手法（a risk based approach）を採用するとともに、いくつかの国で
は、大企業における高リスクのコンプライアンス問題を早期に識別し、解決するための「革
新的な手法」を開発している。そのコンプライアンス改善には、これら納税者との「より良










・ 大規模納税者は一般とは異なる重大なタックス ・ コンプライアンス ・ リスクを抱えており、
効果的なリスク評価が不可欠である。全ての国は、課税当局の資源を大企業に投入するた
め、「a risk based approach」  を採用し、ほとんどの国は、コンプライアンスを管理す
















  Forward Compliance Arrangement (豪)、Annual Compliance Arrangement（豪）、
Centres of Expertise（加）、early determination on an uncertain tax position, 
“Rescrit”(仏)、foreign reporting requirement measurement system database (加)、
Cooperative Approach to Tax Compliance（アイルランド）、Compliance Agreements 
with “very large businesses”（蘭）、Simultaneous Assessment and Control（ノルウェ
ー）、Project Management Approach to handling tax avoidance（英）、Industry Issue 









させることが、大企業のコンプライアンスに positive impact を与えるとしている。重要
なことは、双方の期待を理解し、これに対応することである。 





②課税当局による「リアルタイムの管理手法」（Real-time management approaches) 
  コンプライアンス確保のための潮流は、「申告後の税務調査」から、「リアルタイムで
のリスク評価とコンプライアンス問題の解決」に移っている。その具体例は、次の通り。  
Forward Compliance Arrangements （豪） 、 Advanced Rulings （binding and non-binding）
（加、 ノルウェー） 、 Advanced Pricing Agreements(加、 仏、 蘭） 、 Pre-filing Agreements(米) 
or Advance Agreements（英）、Contemporaneous Documentation Requirement (for 
cross-border transactions) （加） 、 The use of Client or Relationship Managers to provide  57
clarity （アイルランド、 英） 、 Compliance Assurance Programs to resolve tax issues prior 
to the filing of a tax return（米） 
 
③「コーポレート・ガバナンス」がタックス・コンプライアンスに及ぼす影響 






























大企業に何を期待するか」をまとめた Booklet を作成している。また、国税庁長官は大企 58
業の取締役会宛に書簡を送付し、取締役会の税務上の役割と責任を指摘するとともに、取
締役会のメンバーがこの責任を果たすのを支援するため、 Governance Guide も出版した。  
    ２００８年５月に導入された包括的事前相談の ACA（Annual Compliance 




































て、 我が国もこれまで積極的に国際的な合意形成に参画し、 これに沿った対応を行ってきた。  

































































































（２）法定安定性と効率化の実現   


























































































法（SOX 法）の制定、②２００４年の OECD コーポレート・ガバナンス原則の改定、③２
００６年の米国財務会計審議会による解釈指針第４８号（FIN48）の公表などがあり、我が
国においても、④２００５年の新会社法制定、⑤２００６年の金融商品取引法の改正（いわ














































































































































































































































































































































  先に引用した FTA の「報告書」にもある通り、納税者と課税当局が相互理解と信頼関係
























  「リアルタイムの問題解決」 の仕組みを充実させるに当たって、 その前提となる取引の 「透























































となる 「取引 （所得） の範囲」 をどのように想定し、 それに応じて法定資料を始めとする様々


















②  現金取引、クレジットカード取引に関する情報収集の在り方の検討 
③  「納税者番号制度｣の導入（申告内容と収集資料との「突合システム」の構築） 
 
（２）「リアルタイムでの問題解決の手法」の充実 
（納税者の「透明性とリスク」に応じた対応）   
 
①  課税当局における「リスク管理手法」の改善 
（納税者の「透明性とリスク」に応じた分類･管理） 
②  「透明性が低い高リスク納税者」に対する Enforcement の強化 
（調査等の重点化） 
③  「透明性が高い低リスク納税者」に対する「リアルタイムでの問題解決」の手法の充実 
・  「事前照会・事前確認制度」の拡充（制度の趣旨と法的拘束力の明確化） 
・  事前照会・事前確認制度の利用者が「不利とならない担保措置」、ないし「有利と
なるインセンティブ措置」の導入 
・  信頼関係の構築と迅速な対応に向けた「税務執行体制」の整備 78
 
                                                  
１  Aggressive Tax Planning（ATP）の概念 
「租税回避」、「節税」、「脱税」や「タックス・シェルター」などの概念は、租税法上定義されたも
のではなく、講学上も様々な見解が示されてきた。例えば金子宏東京大学名誉教授は、その概念について














点立って」、次のように定義しておられる（中里実『タックスシェルター』 〈有斐閣、2002〉11－13 頁）。 
「タックスシェルターの基本をなすメカニズムは、租税裁定取引（tax arbitrage）であるということが







しかし、 これらの定義を厳密に論ずることが本稿の目的ではない。 本稿の議論の対象となる 「Aggressive 
Tax Planning  （ATP）」については、現在、FTA などの国際的な会議の場で次のような定義が使用され
ており、一般には「濫用的租税回避」と訳されている。本稿では、これを念頭において議論を進めたい。 
Aggressive Tax Planning  について、FTA の報告書による解説を次に引用する（OECD Forum on Tax 
Administration, Building Transparent Tax Compliance by Banks, May, 2009, p.109〈石井仮訳〉） 





税当局がこれを発見して対処する法律が施行されるまでの間がしばしば長いことにより、 深刻化する。   79










成の報告書（The Department of the Treasury, The Problem of Corporate Tax Shelters, July, 1999）及
び２００２年３月の米国議会上下両院合同租税委員会作成の報告書（Joint Committee on Taxation, 
Background and Present Law Relating to Tax Shelters  〈JCX-19-02〉, March 19, 2002）があり、その
他にも、注（3）に掲げる CRS Report や上院調査小委員会の報告書などがある。 
ただ、米国では２００４年以降、タックス・シェルターに関する法律上の定義は廃止されたものの、そ
れに代わるものとして、IRS が関心をもち IRS への報告が義務付けられる取引類型を法律で「報告対象取
引」 （reportable transactions）と定義しているので、ここでは、参考までにその概要を示しておきたい。 
○「指定取引」（Listed transactions） 
IRS が、租税回避取引（a tax avoidance transaction）と判断し、notice 等で「指定取引」として公
表しているもの。（これらと実質的に類似の取引も対象となる。） 
具体的には、IRS が、２０１０年４月２０日現在、次の３４取引を指定している（IRS  ウェブサ
イト http://www.irs.gov/businesses/corporations/article/0,,id=120633,00.html 参照） 
1.Certain Accelerated Deductions for Contributions to a Qualified Cash or Deferred Arrangement 
or Matching Contributions to a Defined Contribution Plan（Revenue Ruling 90-105) 
2. Voluntary Employee Beneficiary Association（Notice 95-34  ） 
3. Transactions similar to that described in the ASA Investering litigation and in ACM 
Partnership v. Commissioner（ASA Investering Partnership v. Commissioner  ） 
4. Certain Distributions from Charitable Remainder Trusts（Treasury Regulation § 1.643(a)-8  ） 
5. Corporate Distributions of Encumbered Property (BOSS)（Notice 99-59  ） 
6. Step-Down Step Down Preferred/Fast Pay Stock  （§1.7701(1)-3） 
7. Debt Straddles（Revenue Ruling 2000-12  ） 
8. Inflated Partnership Basis Transactions (Son of Boss)（Notice 2000-44  ） 
9. Stock Compensation Stock Compensation Transactions（Notice 2000-60） 
10. Guam Trust（Notice 2000-61  ）  
11. Intermediary Transactions（Notice 2001-16  ）  
12. §351 Contingent Liability（Notice 2001-17） 
13. §302 Basis-Shifting Transactions（Notice 2001- 45  ） 
14. Inflated Basis "CARDS" Transactions（Notice 2002-21  ） 
15. Notional Principal Contracts（Notice 2002-35  ） 
16. Common Trust Fund Straddles (Notice 2003-54), Pass-Through Entity Straddle (Notice 
2002-50), and S Corporation Tax Shelter Transaction (Notice 2002-65) 
17. Lease In / Lease Out or LILO Transactions（Revenue Ruling 2002-69  ） 
18. Abuses Associated with S Corp ESOPs（Revenue Ruling 2003-6  ） 
19. Offshore Deferred Compensation Arrangements（Notice 2003-22  ） 
20. Certain Trust Arrangements Seeking to Qualify for Exception for Collectively Bargained 
Welfare Benefit Funds under § 419A(f)(5)（Notice 2003-24  ）  80
                                                                                                                                              
21. Transfers of Compensatory Stock Options to Related Persons（Notice 2003-47  ） 
22. Accounting for Lease Strips and Other Stripping Transactions（Notice 2003-55  ） 
23. Improper use of contested liability trusts to attempt to accelerate deductions for contested 
liabilities under IRC 461(f)（Notice 2003-77  ） 
24. Major/Minor Tax Avoidance Using Offsetting Foreign currency Option Contracts（Notice 
2003-81  ） 
25. Abusive Roth IRA Transactions（Notice 2004-8  ） 
26. S Corporations ESOP（Revenue Ruling 2004-4  ） 
27. Abusive Transactions Involving Insurance Policies in IRC 412(i) Retirement Plans（Revenue 
Ruling 2004-20  ） 
28. Abusive Foreign Tax Credit Transactions（Notice 2004-20  ） 
29. S Corporation Tax Shelter Involving Shifting Income to Tax Exempt Organization（Notice 
2004-30  ） 
30. Intercompany Financing Through Partnerships（Notice 2004-31  ） 
31. Sale-In Lease-Out transactions（Notice 2005-13  ） 
32. Loss Importation Transaction（Notice 2007-57  ） 
33. Abusive Trust Arrangements Utilizing Cash Value Life Insurance Policies Purportedly to 
Provide Welfare Benefits（Notice 2007-83）- 
34. Distressed Asset Trust (DAT) Transaction（Notice 2008-34  ） 
   ○  守秘義務を課す取引（Confidential transactions） 
アドバイザーから受けた税務対策の内容に守秘義務を課し、それに報酬が支払われる取引。 
○  結果補償付取引（Transactions with contractual protection） 
アドバイスに従い行った節税対策に実質的な効果がなかった場合に報酬を払い戻す旨が契約に含ま
れる、 又はアドバイザーの報酬が実際に得られた節税額の一定割合として契約に定められている取引。  




○  I R Sが関心のある取引（Transactions of interest） 
IRS が、 notice 等で 「関心のある取引」 として公表している４つの取引(２００９年２月１８日現在)。 
       この取引は、IRS と財務省が租税回避(tax avoidance or evasion)の潜在性  (potential)があると信
じているものの、租税回避と判断すべきかどうかを決定するための十分な情報を欠いているものであ
る。具体的には以下の４取引であるが、これらと実質的に類似する取引も対象となる。 
1. Contribution for Successor Member Interest 
2. Grantor Trust 
3. Potential for Avoidance of Tax Through Sale of Charitable Remainder Trust Interests 
4. Controlled Foreign Corporations(CFCs) 
３  Jane G. Gravelle, Tax Havens: International Tax Avoidance and Evasion, CRS Report for Congress 
R40623, July, 2009 
なお、 この報告書は、 米国の歳入減少額が 「１０００億ドル程度」 になるという見積りの根拠について、
２００８年 9 月に出された米国上院調査小委員会の報告書（U.S. Permanent Subcommittee on 
Investigations, Dividend Tax Abuse: How Offshore Entities Dodge Taxes on U.S. Stock Dividends, 
September 11, 2008）を出典としており、これによると、この金額は様々な租税専門の研究から導き出さ
れたものであるとして、以下の研究結果が示されている（Id. at 1, n.1）。 
  “This $100 billion estimate is derived from studies conducted by a variety of tax experts. See, e.g.,  81
                                                                                                                                              
Joseph Guttentag and Reuven Avi-Yonah, “Closing the International Tax Gap,” in Max B. Sawicky, 
ed., Bridging the Tax Gap: Addressing the Crisis in Federal Tax Administration (2006) (estimating 
offshore tax evasion by individuals at $40-$70 billion annually in lost U.S. tax revenues); Kimberly A. 
Clausing, “Multinational Firm Tax Avoidance and U.S. Government Revenue” (Aug. 2007) 
(estimating corporate offshore transfer pricing abuses resulted in $60 billion in lost U.S. tax revenues 
in 2004); John Zdanowics, “Who’s watching our back door?” Business Accents magazine, Volume 1, 
No.1, Florida International University (Fall 2004) (estimating offshore corporate transfer pricing 
abuses resulted in $53 billion in lost U.S. tax revenues in 2001); “The Price of Offshore,” Tax Justice 
Network briefing paper (Mar. 2005) (estimating that, worldwide, individuals have offshore assets 
totaling $11.5 trillion, resulting in $255 billion in annual lost tax revenues worldwide); “Governments 
and Multinational Corporations in the Race to the Bottom,” Tax Notes (Feb. 27, 2006); “Data Show 
Dramatic Shift of Profits to Tax Havens,” Tax Notes (Sept. 13, 2004). See also series of 2007 articles 
authored by Martin Sullivan in Tax Notes (estimating over $1.5 trillion in hidden assets in four tax 
havens, Guernsey, Jersey, Isle of Man, and Switzerland, beneficially owned by nonresident individuals 
likely avoiding tax in their home jurisdictions): “Tax Analysts Offshore Project: Offshore 
Explorations: Guernsey,” Tax Notes (Oct. 8, 2007) at 93 (estimating Guernsey has $293 billion in 
assets beneficially owned by nonresident individuals who were likely avoiding tax in their home 
jurisdictions); “Tax Analysts Offshore Project: Offshore Explorations: Jersey,” Tax Notes (Oct. 22, 
2007) at 294 (estimating Jersey has $491 billion in assets beneficially owned by nonresident 
individuals who were likely avoiding tax in their home jurisdictions); “Tax Analysts Offshore Project: 
Offshore Explorations: Isle of Man,” Tax Notes (Nov. 5, 2007) at 560 (estimating Isle of Man has 
$150 billion in assets beneficially owned by nonresident individuals who were likely avoiding tax in 
their home jurisdictions); “Tax Analysts Offshore Project: Offshore Explorations: Switzerland,” Tax 
Notes (Dec. 10, 2007) (estimating Switzerland has $607 billion in assets beneficially owned by 
nonresident individuals who were likely avoiding tax in their home jurisdictions).”   
４  中里･前掲注（1）8、10、13 頁 
５  Third Meeting of the OECD Forum on Tax Administration, Seoul Declaration, September 15, p.3（国
税庁仮訳） 
６  田中琢二「非協力的地域への国際的取り組み－透明性と情報交換の必要性について－」租税研究第 717
号（2009）31－38 頁 
７  OECD, Harmful Tax Competition: An Emerging Global Issue, April, 1998 
８  OECD, Towards Global Tax Co-Operation: Progress in Identifying and Eliminating Harmful Tax 
Practices, Jun, 2000 
９  The OECD’s Project on Harmful Tax Practices, The 2001 Progress Report, November, 2001 
１０  OECD, List of Unco-operative Tax Havens, April, 2002 









































２００９年 7 月 10 日、ドイツとリヒテンシュタインは、OECD 基準に基づく｢情報交換協定｣に署名し
た。国内の批准手続を経た後発効し、２０１０年以降適用される見込み。  83
                                                                                                                                              




を行った」旨を供述した。これを受け同月 IRS は、マイアミ連邦裁判所の許可を得て、UBS 銀行に対し、
これらの納税者を特定するための顧客情報の提出を求める召喚状（「ジョン・ドゥ・サモンズ」－内容は
本文において後述）を発出し、米国議会上院でも UBS 銀行幹部への公聴会が開催された。 
１１月に司法省は、UBS 銀行現職幹部を「合衆国に対する共謀詐欺罪」と「QI（適格仲介人）義務違反」
容疑で起訴した。これによると、UBS 銀行（QI）は、顧客である米国居住者をスイス居住者に偽装してス
イスでの UBS 銀行口座の開設を幇助するとともに、 同口座を通して米国内で投資された収益に対して行わ
れる証券会社等による源泉徴収に関し、軽減税率の適用が可能との虚偽の情報提供を源泉徴収義務者に行
ったとされる。 




IRS 長官が UBS 銀行の口座保有者に自主的な情報開示を呼びかけた。これに対し、UBS 銀行は、「スイ
ス国内法上、銀行の守秘義務は、脱税、マネー・ロンダリング等の刑事訴追の場合にのみ解除され、脱税
の根拠がない顧客情報の開示には応じられない」 として要求を拒否し、 ２０日、 スイス国内の裁判所も UBS
銀行の顧客の提訴を認め、UBS 銀行に対し顧客情報の提出禁止命令を発出した。なお、スイス国内では同





意」 を表明するなど、 この問題は両国政府間の深刻な対立に発展することとなった。 また、 ３月１日には、










報交換に関する OECD 基準を受け入れ、 「脱税容疑がある場合等に他国との情報交換を行う」意向がある
ことも表明した。  84






①米・スイス租税条約に基づき、 IRS はスイス課税当局に約４４５０の UBS 銀行口座の情報交換を要請し
（「条約要請」）、同当局は３６０日以内に、UBS 銀行から口座情報の提供を受け情報提供の可否を最終
決定する。 ②UBS 銀行は、 条約要請の対象口座を保有する米国居住者に対し、 その旨を通知するとともに、
























ているため、脱稿時（2010 年 6 月 15 日）の時点では、先行き予断を許さない状況にある。 
１３  G8 Hokkaido Toyako Summit, Leaders Declaration, July 8, 2008〈外務省仮訳〉 
１４  London Summit, Leaders’Statement, April 2, 2009〈外務省仮訳〉 
１５  London Summit, Declaration on Strengthening the Financial System, April 2, 2009〈外務省仮訳〉 
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１６  OECD ウェブサイト  http://oecd.org/dataoecd/38/14/42497950.pdf  
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１７  OECD ウェブサイト  http://oecd.org/dataoecd/50/0/43606256.pdf  
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一  実質課税の原則 
税法の解釈及び課税要件事実の判断については、 各税法の目的に従い、 租税負担の公平を図るよう、
それらの経済的意義及び実質に即して行なうものとするという趣旨の原則規定を設けるものとする。 










２１  大蔵省主税局税制第二課編『国税通則法とその解説』（大蔵財務協会、1962）4 頁 
２２  改正の経緯及び内容の詳細については、谷口・前掲注（19）のほか、松田直樹『租税回避行為の解明』
（ぎょうせい、2009）254－264 頁を参照されたい。     
２３  谷口・前掲（19）268 頁 
２４  改正案の内容については、松田・前掲（22）276 頁参照 
２５  詳細は、松田・前掲（22）156～174 頁 
２６  松田・前掲（22）131～138 頁に詳細な説明がある。 
２７  金子宏「匿名組合に対する所得税の検討」金子宏編『租税法の基本問題』（有斐閣、2007）174 頁 
２８  中里実「租税法における事実認定と租税回避」金子宏編『租税法の基本問題』（有斐閣、2007）136 頁  89
                                                                                                                                              
２９  中里・前掲注（28）140－141 頁 
３０  中里・前掲注（28）141－142 頁 
３１  金子・前掲注（27）174 頁 
３２  諸外国の制度については、政府税制調査会資料、国税庁資料等を参考にした。 
３３  我が国の「法定資料」の概要 
(a)  利子、配当、収益の分配等金融資産の運用に関するもの 
・利子（源泉分離課税が行われている個人分を除く）、配当、投資信託の収益の分配等の支払調書 
・定期積金の給付補填金（個人分を除く）、匿名組合契約等の利益の分配、生命保険契約・損害保険契
約の一時金・満期返戻金等、無記名割引債等の償還金等の支払調書   




(c)  不動産等の譲渡に関するもの 
・不動産等の譲受けの対価等の支払調書 
・商品先物取引、金融商品先物取引の支払調書 




(e)  非居住者に支払われる金銭に関するもの 
・組合契約に基づく利益、人的役務提供事業の対価、不動産の使用料、借入金の利子、使用料、給与・
報酬等、不動産の譲渡対価の支払調書 




３４  James M. Bickley, Tax Gap: Administration Proposal to Require Information Reporting on 






                                                                                                                                              
３５  我が国の実調率の推移（国税庁作成） 
 
 
３６  中里・前掲注（1）219－220 頁 
３７  中里・前掲注（1）133－134 頁 
３８  OECD Forum on Tax Administration, Compliance Management of Large Business Task Group, 
Guidance Note: Experiences and Practices of Eight OECD Countries, July, 2009 
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４１  邦訳は、国税庁仮訳による。 
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４６  吉村・前掲注（44）265～266 頁 
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７７  増井・前掲注（49）12 頁 
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